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毎週火曜・金曜日発行� ○印は長崎県例規集に登載するもの

◎　人事委員会規則� 所管課（室）名　

〇競争試験及び選考の実施の委任に関する規則の一部を改正する規則� 人事委員会事務局

〇職員の給料等の支給に関する規則等の一部を改正する規則� 〃

〇管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則� 〃

〇通勤手当の支給に関する規則及び市町村立学校県費負担教職員の地域手当等の支

給に関する規則の一部を改正する規則� 〃

〇会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則� 〃

〇在宅勤務等手当の支給に関する規則� 〃

　競争試験及び選考の実施の委任に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第３号

　　　競争試験及び選考の実施の委任に関する規則の一部を改正する規則

　競争試験及び選考の実施の委任に関する規則（昭和33年長崎県人事委員会規則第11号）の一部を次のように改

正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

第�３条　警察官（巡査の職に限る。）の採用試験の実施に関

する事務のうち次に掲げる事務を長崎県警察本部長に委任

する。

　～　略

　　論文試験及び作文試験の問題作成に関する事務

第�３条　警察官（巡査の職に限る。）の採用試験の実施に関

する事務のうち次に掲げる事務を長崎県警察本部長に委任

する。

　～　略

　　アピールシート作成試験の実施に関する事務

　　論文試験の問題作成に関する事務

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

　職員の給料等の支給に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第４号

　　　職員の給料等の支給に関する規則等の一部を改正する規則

　（職員の給料等の支給に関する規則の一部改正）

第�１条　職員の給料等の支給に関する規則（昭和33年長崎県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改正す

る。

　　　　目　　　　　次

　　　　人事委員会規則
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　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第２（第７条関係）

組織 職 区分

知事部局 略

略

石木ダム建設事

務所

所長 ５種

略

略

教 育 庁（

学 校 以 外

の 教 育 機

関 を 含 む

。）

略

本庁 教育次長 ３種

参事監（課長又はこ

れに相当する職務の

者に限る。）

４種

課（室）長（課内に

置く室長を除く。）

５種

略

略

略

別表第２の２（第７条の２関係）
　ア　行政職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

略

７級 略

５種 77,400円

略

６級 略

５種 72,700円

略

略

　イ　公安職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

略

８級 略

５種 79,500円

７級 略

５種 78,200円

　ウ　略
　エ　教育職給料表（二）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 略

５種 79,600円

略

略

　オ　教育職給料表（三）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 ５種 76,000円

略

別表第２（第７条関係）

組織 職 区分

知事部局 略

大阪事務所 所長 ４種

略

石木ダム建設事

務所

所長 ４種

略

略

教 育 庁（

学 校 以 外

の 教 育 機

関 を 含 む

。）

略

本庁 教育次長 ３種

課（室）長（課内に

置く室長を除く。）

５種

略

略

略

別表第２の２（第７条の２関係）
　ア　行政職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

略

７級 略

５種 70,800円

略

６級 略

５種 66,500円

略

略

　イ　公安職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

略

８級 略

５種 72,700円

７級 略

５種 71,500円

　ウ　略
　エ　教育職給料表（二）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 略

５種 72,800円

略

略

　オ　教育職給料表（三）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 ５種 69,500円

略



令和６年３月29日　金曜日� 号　外（６）長 崎 県 公 報

─ 3 ─

略

　カ　研究職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

５級 略

５種 90,500円

略

略

　キ　医療職給料表（一）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 略

５種 96,400円

略

略

　ク　医療職給料表（二）

職務の級 区分 管理職手当の額

７級 略

５種 76,700円

略

　ケ　医療職給料表（三）

職務の級 区分 管理職手当の額

６級 ５種 75,800円

略

　備考　略

略

　カ　研究職給料表

職務の級 区分 管理職手当の額

５級 略

５種 82,800円

略

略

　キ　医療職給料表（一）

職務の級 区分 管理職手当の額

４級 略

５種 88,100円

略

略

　ク　医療職給料表（二）

職務の級 区分 管理職手当の額

７級 略

５種 70,100円

略

　ケ　医療職給料表（三）

職務の級 区分 管理職手当の額

６級 ５種 69,300円

略

　備考　略

　（初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正）

第�２条　初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和45年長崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のよう

に改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１（第３条関係）

ア　行政職給料表級別職務表

職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

３級 １ 略 知事

消 防 学 校 の 教

官、高等技術専

門校の主任指導

員、農業大学校

の講師、東京事

務所の課長、大

阪事務所の課長

地方機関

略

３ 略

４級 略

４ 略 知事

消 防 学 校 の 教

官、高等技術専

門校の主任指導

員、農業大学校

の講師、東京事

務所の課長、大

地方機関

別表第１（第３条関係）

ア　行政職給料表級別職務表

職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

３級 １ 略 知事

消 防 学 校 の 教

官、高等技術専

門校の主任指導

員、農業大学校

の講師、東京事

務所の課長

地方機関

略

３ 略

４級 略

４ 略 知事

消 防 学 校 の 教

官、高等技術専

門校の主任指導

員、農業大学校

の講師、東京事

務所の課長

地方機関
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阪事務所の課長

略

略

　備考　略

イ～ク　略

ケ　医療職給料表（一）級別職務表

職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

３級 ３ 所長、副所長、

次長、部長

こ ど も・ 女

性・障害者支

援センター

知事

４級 ３ 所長、副所長、

次長、部長

こ ど も・ 女

性・障害者支

援センター

知事

４ 略

備考　略

コ及びサ　略

略

略

　備考　略

イ～ク　略

ケ　医療職給料表（一）級別職務表

職務の級 区分 職名等 機関名 部局区分

３級 ３ 所長、副所長、

部長

こ ど も・ 女

性・障害者支

援センター

知事

４級 ３ 所長、副所長、

部長

こ ど も・ 女

性・障害者支

援センター

知事

４ 略

備考　略

コ及びサ　略

　（へき地手当等の支給に関する規則の一部改正）

第�３条　へき地手当等の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則第16号）の一部を次のように改正す

る。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

市町名 学校名 級別区分

略

対馬市 略

豆酘小学校

豆酘中学校

今里小学校

佐須奈小学校

佐須奈中学校

西小学校

西部中学校

豆酘学校給食共同調理場

４級

略

略

五島市 略

福江小学校

福江中学校

緑丘小学校

奥浦小学校

本山小学校

翁頭中学校

富江小学校

富江中学校

盈進小学校

三井楽小学校

１級

別表（第２条関係）

市町名 学校名 級別区分

略

対馬市 略

豆酘小学校

豆酘中学校

今里小学校

佐須奈小学校

佐須奈中学校

豊小学校

西小学校

西部中学校

豆酘学校給食共同調理場

４級

略

略

五島市 略

福江小学校

福江中学校

緑丘小学校

奥浦小学校

奥浦中学校

崎山小学校

崎山中学校

本山小学校

翁頭中学校

大浜小学校

富江小学校

富江中学校

盈進小学校

三井楽小学校

１級
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三井楽中学校

岐宿小学校

岐宿中学校

福江学校給食センター

富江学校給食センター

三井楽学校給食センター

略

新上五島町 若松中学校

若松中央小学校

若松東小学校

北魚目小学校

奈良尾小学校

上五島中学校

新魚目学校給食センター

奈良尾学校給食センター

２級

略

三井楽中学校

岐宿小学校

岐宿中学校

福江学校給食センター

富江学校給食センター

三井楽学校給食センター

略

新上五島町 若松中学校

若松中央小学校

若松東小学校

北魚目小学校

奈良尾小学校

奈良尾中学校

上五島中学校

新魚目学校給食センター

奈良尾学校給食センター

２級

略

　（公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正）

第�４条　公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（平成14年長崎県人事委員会規則第11号）の一部を次のよ

うに改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第３（第６条関係）　削除 別表第３（第６条関係）

法人の名称

長崎県央バス株式会社

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第５号

　　　管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

　管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年長崎県人事委員会規則第14号）の一部を次のように改正する。

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表（第２条関係）

組織 職員

略

知事部局 本庁 部長　危機管理対策監　福祉保健部

こども政策局長　理事　政策監　技

監　次長　参事監　課長　室長　県

民センター長　総務事務センター長

　企画監　医療監　秘書課行幸啓班

参事　政策企画課参事　総務文書課

法制・公益法人班参事　基地対策・

国民保護課参事　交通・地域安全課

参事　水環境対策課参事　自然環境

課参事　福祉保健課保健看護監　福

別表（第２条関係）

組織 職員

略

知事部局 本庁 部長　危機管理対策監　福祉保健部

こども政策局長　理事　政策監　技

監　次長　参事監　課長　室長　県

民センター長　総務事務センター長

　企画監　医療監　政策企画課参事

　総務文書課法制・公益法人班参事

　基地対策・国民保護課参事　スポ

ーツ振興課参事　交通・地域安全

課参事　水環境対策課参事　自然環

境課参事　福祉保健課保健看護監　
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祉保健課企画予算班参事　農業

イノベーション推進室参事　農

山村振興課参事　農産加工流通

課参事　農村整備課参事　総括

課長補佐　政策調整課課長補佐

（総務・予算担当）　政策調整

課課長補佐（政策調整担当）　

政策企画課課長補佐（未来戦略

企画担当）　政策企画課課長補

佐（連携推進担当）　政策企画

課課長補佐（総合計画担当）　

総務文書課総務・予算班課長補

佐　秘書課調整監　秘書課課長

補佐　広報課課長補佐　人事課

課長補佐　新行政推進室課長補

佐　財政課課長補佐　管財課管

理班課長補佐　防災企画課課長

補佐（大村駐在）　地域づくり

推進課総務企画班課長補佐　文

化振興・世界遺産課総務企画班

課長補佐　県民生活環境課総務

・予算班課長補佐　福祉保健課

総務調整班課長補佐　医療人材

対策室課長補佐　障害福祉課管

理班課長補佐　農政課総務・予

算班課長補佐　監理課総務・予

算班課長補佐　部主管課総務係

長　政策企画課係長（連携推進

担当）　秘書課秘書班係長　人

事課係長　新行政推進室係長　

財政課係長　防災企画課防災企

画班係長　こども未来課総務・

予算班係長　産業政策課総務・

予算班係長　漁政課係長（総務

・予算担当）　人事課主任主事

（人事又は給与担当）　新行政

推進室主任主事（人事担当）　

人事課主事（人事又は給与担当

）　新行政推進室主事（人事担

当）　船長

略

略

教育委員会 本庁 教育次長　課長　室長　人事管

理監　体育指導監　企画監　参

事（人事担当）　総括課長補佐

　教育政策課人材戦略班課長補

佐　教育政策課法務・給与制度

班課長補佐　教育政策課旅費給

与班課長補佐　義務教育課課

長補佐（人事担当）　高校教育

課課長補佐（人事担当）　管理

主事　教育政策課係長（人事担

当）　義務教育課係長（人事担

福祉保健課企画予算班参事　医

療政策課参事（長崎県病院企業

団派遣）　医療人材対策室参事

　農業イノベーション推進室参

事　農山村振興課参事　農村整

備課参事　総括課長補佐　政策

調整課課長補佐（総務・予算担

当）　政策調整課課長補佐（政

策調整担当）　政策企画課課長

補佐（未来戦略企画担当）　政

策企画課課長補佐（連携推進担

当）　政策企画課課長補佐（総

合計画見直し担当）　総務文書

課総務・予算班課長補佐　秘書

課課長補佐　広報課課長補佐　

人事課課長補佐　新行政推進室

課長補佐　財政課課長補佐　管

財課管理班課長補佐　防災企画

課課長補佐（大村駐在）　地域

づくり推進課総務企画班課長補

佐　文化振興・世界遺産課総務

企画班課長補佐　県民生活環境

課総務・予算班課長補佐　福祉

保健課総務調整班課長補佐　医

療人材対策室課長補佐　障害福

祉課管理班課長補佐　農政課総

務・予算班課長補佐　監理課総

務・予算班課長補佐　部主管課

総務係長　政策企画課係長（連

携推進担当）　秘書課秘書班係

長　人事課係長　新行政推進室

係長　財政課係長　防災企画課

防災企画班係長　こども未来課

総務・予算班係長　産業政策課

総務・予算班係長　漁政課総務

・予算班係長　人事課主任主事

（人事又は給与担当）　新行政

推進室主任主事（人事担当）　

人事課主事（人事又は給与担当

）　新行政推進室主事（人事担

当）　船長

略

略

教育委員会 本庁 教育次長　課長　室長　人事管

理監　体育指導監　企画監　参

事（人事担当）　総括課長補佐

　教育政策課総務人事班課長補

佐　教職員課課長補佐　義務教

育課課長補佐（人事担当）　高

校教育課課長補佐（人事担当）

　管理主事　教職員課係長（人

事担当）　義務教育課係長（人

事担当）　高校教育課係長（人

事担当）　教育政策課主任主事
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当）　高校教育課係長（人事担

当）　教育政策課主任主事（人

事又は給与担当）　教育政策課

主事（人事担当）

略

略

備考　略

（人事又は給与担当）　教職員

課主任主事（人事担当）

略

略

備考　略

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　通勤手当の支給に関する規則及び市町村立学校県費負担教職員の地域手当等の支給に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第６号

　　�　通勤手当の支給に関する規則及び市町村立学校県費負担教職員の地域手当等の支給に関する規則の一部を

改正する規則

　（通勤手当の支給に関する規則の一部改正）

第１条　通勤手当の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。 

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

第�８条　職員給与条例第12条の４第２項第１号に規定する

運賃等相当額（次項において「運賃等相当額」という。）

は、次項に該当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普

通交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。

　　略

　�　回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的

であると認められる普通交通機関等　当該回数乗車券の

通勤21回分（在宅勤務等手当を支給される職員、交替制

勤務に従事する職員その他の職員にあっては、１箇月当

たりの平均通勤所要回数分）の運賃等の額

　　略

２　略

　（定年前再任用短時間勤務職員等に係る通勤手当の減額）

第�８条の２　職員給与条例第12条の４第２項第２号（職員の

育児休業等に関する条例（平成４年長崎県条例第３号）第

16条又は第20条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。次項において同じ。）の人事委員会規則で定める職員

は、１箇月当たりの平均通勤所要回数が10回に満たない職

員とする。

２�　職員給与条例第12条の４第２項第２号の人事委員会規則

で定める割合は、100分の50とする。

第�８条　職員給与条例第12条の４第２項第１号に規定する

運賃等相当額（次項において「運賃等相当額」という。）

は、次項に該当する場合を除くほか、次の各号に掲げる普

通交通機関等の区分に応じ、当該各号に定める額（その額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。

　　略

　�　回数乗車券等を使用することが最も経済的かつ合理的

であると認められる普通交通機関等　当該回数乗車券の

通勤21回分（交替制勤務に従事する職員等にあっては、

平均１箇月当たりの通勤所要回数分）の運賃等の額

　　略

２　略

　（定年前再任用短時間勤務職員等に係る通勤手当の減額）

第�８条の２　職員給与条例第12条の４第２項第２号（職員の

育児休業等に関する条例（平成４年長崎県条例第３号）第

16条又は第20条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の人事委員会規則で定める職員は、平均１箇月当た

りの通勤所要回数が10回に満たない職員とし、同号の人事

委員会規則で定める割合は、100分の50とする。

　（市町村立学校県費負担教職員の地域手当等の支給に関する規則の一部改正）

第�２条　市町村立学校県費負担教職員の地域手当等の支給に関する規則（昭和46年長崎県人事委員会規則第11

号）の一部を次のように改正する。 

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

第２条　市町村立学校県費負担教職員の給与等に関する条例 第２条　市町村立学校県費負担教職員の給与等に関する条例
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　�（昭和32年長崎県条例第46号）に規定する地域手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、宿日直

手当及び管理職員特別勤務手当の支給に関しては、それぞ

れ、地域手当の支給に関する規則（平成18年長崎県人事委

員会規則第７号）、住居手当の支給に関する規則（昭和49

年長崎県人事委員会規則第42号）、通勤手当の支給に関す

る規則（昭和46年長崎県人事委員会規則第６号）、単身赴

任手当の支給に関する規則（平成２年長崎県人事委員会規

則第３号）、在宅勤務等手当の支給に関する規則（令和６

年長崎県人事委員会規則第８号、宿日直手当の支給に関す

る規則（前条に該当する場合を除く。）及び管理職員特別

勤務手当の支給に関する規則（平成３年長崎県人事委員会

規則第19号）の規定を準用する。

　�（昭和32年長崎県条例第46号）に規定する地域手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、宿日直手当及び管理職員

特別勤務手当の支給に関しては、それぞれ、地域手当の

支給に関する規則（平成18年長崎県人事委員会規則第７

号）、住居手当の支給に関する規則（昭和49年長崎県人事

委員会規則第42号）、通勤手当の支給に関する規則（昭和

46年長崎県人事委員会規則第６号）、単身赴任手当の支給

に関する規則（平成２年長崎県人事委員会規則第３号）、

宿日直手当の支給に関する規則（前条に該当する場合を除

く。）及び管理職員特別勤務手当の支給に関する規則（平

成３年長崎県人事委員会規則第19号）の規定を準用する。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第７号

　　　会計年度任用職員の報酬等に関する規則の一部を改正する規則 

　会計年度任用職員の報酬等に関する規則（令和元年12月24日長崎県人事委員会規則第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

　次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。

改正後 改正前

別表第１（第５条関係）職種別基準表

　ア　行政職給料表職種別基準表

職種又は職名 学歴免許等

基礎号給 上限

職務

の級
号給

職務

の級
号給

略

住宅支援員 略

リモートワーク等受

入相談・支援員

高校卒 １ １ １ 53

略

　イ及びウ　略

別表第１（第５条関係）職種別基準表

　ア　行政職給料表職種別基準表

職種又は職名 学歴免許等

基礎号給 上限

職務

の級
号給

職務

の級
号給

略

住宅支援員 略

略

　イ及びウ　略

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

　在宅勤務等手当の支給に関する規則をここに公布する。

　　令和６年３月29日

� 長崎県人事委員会委員長　水上　正博　

長崎県人事委員会規則第８号

　　　在宅勤務等手当の支給に関する規則

　（目的）

第�１条　この規則は、職員の給与に関する条例（昭和32年長崎県条例第45号。以下「職員給与条例」という。）

の規定に基づき、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項を定めることを目的とする。

　（在宅勤務等の場所）

第２条　職員給与条例第12条の８第１項の人事委員会規則で定める場所は、次に掲げる場所とする。

　�　職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）又は二親等内の親族の住
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居

　　宿泊施設の客室（職員が当該客室の利用に係る料金を負担する場合に限る。）

　　前２号に掲げる場所に準ずる場所として任命権者が認めるもの

　（正規の勤務時間から除かれる時間）

第３条　職員給与条例第12条の８第１項の人事委員会規則で定める時間は、次に掲げる時間とする。

　�　職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年長崎県条例第６号）第７条の３第１項に規定する時間外

勤務代休時間又は職員給与条例第13条に規定する祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等に割り振ら

れた勤務時間（いずれも特に勤務することを命ぜられた時間を除く。）

　　休暇により勤務しない時間及び前号に掲げる時間のほか、勤務しないことにつき特に承認があった時間

　（１箇月当たりの在宅勤務等の平均日数を算出するための基礎となる期間）

第４条　職員給与条例第12条の８第１項の人事委員会規則で定める期間は、３箇月とする。

　（確認）

第�５条　任命権者は、在宅勤務等手当を支給する場合において必要と認めるときは、職員給与条例第12条の８第

１項に規定する勤務（以下この条において「在宅勤務等」という。）を行う場所、在宅勤務等を命ぜられた日

数その他同項の職員たる要件を具備するかどうかの判断に必要な事項を確認するものとする。

２�　任命権者は、前項の確認を行う場合において必要と認めるときは、職員に対し在宅勤務等を行う場所等を明

らかにする書類の提出等を求めるものとする。

　（支給日等）

第６条　在宅勤務等手当は、給料の支給日に支給する。

２�　在宅勤務等手当の支給日前において離職し、又は死亡した職員には、当該在宅勤務等手当をその際支給す

る。

３�　職員がその所属する給料の支給義務者を異にして異動した場合におけるその異動した日の属する月の在宅勤

務等手当は、その月の初日に職員が所属する給料の支給義務者において支給する。この場合において、職員の

異動が当該在宅勤務等手当の支給日前であるときは、その際支給するものとする。

　（支給期間等）

第�７条　職員が新たに職員給与条例第12条の８第１項の職員たる要件を具備すると認められた場合には、同項に

規定する人事委員会規則で定める期間以上の期間、在宅勤務等手当を支給する。ただし、在宅勤務等手当を支

給されている職員が同項の職員たる要件を欠くこととなったと認められた場合においては、当該要件を欠くこ

ととなったと認められた月以後、在宅勤務等手当を支給しない。

　（雑則）

第８条　この規則に定めるもののほか、在宅勤務等手当に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。
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